
日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約 

 

 日本国及びアメリカ合衆国は、 

  両国の間に伝統的に存在する平和及び友好の関係を強化し、並びに民主主義の諸原則、

個人の自由及び法の支配を擁護することを希望し、 

  また、両国の間の一層緊密な経済的協力を促進し、並びにそれぞれの国における経済的

安定及び福祉の条件を助長することを希望し、 

  国際連合憲章の目的及び原則に対する信念並びにすべての国民及びすべての政府とと

もに平和のうちに生きようとする願望を再確認し、 

  両国が国際連合憲章に定める個別的又は集団的自衛の固有の権利を有していることを

確認し、 

  両国が極東における国際の平和及び安全の維持に共通の関心を有することを考慮し、 

  相互協力及び安全保障条約を締結することを決意し、 

  よつて、次のとおり協定する。 

第一条 締約国は、国際連合憲章に定めるところに従い、それぞれが関係することのある

国際紛争を平和的手段によつて国際の平和及び安全並びに正義を危うくしないように解決

し、並びにそれぞれの国際関係において、武力による威嚇又は武力の行使を、いかなる国

の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的と両立しない他のいか

なる方法によるものも慎むことを約束する。 

  締約国は、他の平和愛好国と協同して、国際の平和及び安全を維持する国際連合の任務

が一層効果的に遂行されるように国際連合を強化することに努力する。 

第二条 締約国は、その自由な諸制度を強化することにより、これらの制度の基礎をなす

原則の理解を促進することにより、並びに安定及び福祉の条件を助長することによつて、

平和的かつ友好的な国際関係の一層の発展に貢献する。締約国は、その国際経済政策にお

けるくい違いを除くことに努め、また、両国の間の経済的協力を促進する。 

第三条 締約国は、個別的に及び相互に協力して、継続的かつ効果的な自助及び相互援助

により、武力攻撃に抵抗するそれぞれの能力を、憲法上の規定に従うことを条件として、

維持し発展させる。 

第四条 締約国は、この条約の実施に関して随時協議し、また、日本国の安全又は極東に

おける国際の平和及び安全に対する脅威が生じたときはいつでも、いずれか一方の締約国

の要請により協議する。 

第五条 各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対する武力

攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、自国の憲法上の規定及

び手続に従つて共通の危険に対処するように行動することを宣言する。 

  前記の武力攻撃及びその結果として執つたすべての措置は、国際連合憲章第五十一条の

規定に従つて直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。その措置は、安

全保障理事会が国際の平和及び安全を回復し及び維持するために必要な措置を執つたとき

は、終止しなければならない。 

第六条 日本国の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄与す

るため、アメリカ合衆国は、その陸軍、空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使

用することを許される。 

  前記の施設及び区域の使用並びに日本国における合衆国軍隊の地位は、千九百五十二年

二月二十八日に東京で署名された日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第三条に

基く行政協定（改正を含む。）に代わる別個の協定及び合意される他の取極により規律され



る。 

第七条 この条約は、国際連合憲章に基づく締約国の権利及び義務又は国際の平和及び安

全を維持する国際連合の責任に対しては、どのような影響も及ぼすものではなく、また、

及ぼすものと解釈してはならない。 

第八条 この条約は、日本国及びアメリカ合衆国により各自の憲法上の手続に従つて批准

されなければならない。この条約は、両国が東京で批准書を交換した日に効力を生ずる。

第九条 千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で署名された日本国とアメリカ

合衆国との間の安全保障条約は、この条約の効力発生の時に効力を失う。 

第十条 この条約は、日本区域における国際の平和及び安全の維持のため十分な定めをす

る国際連合の措置が効力を生じたと日本国政府及びアメリカ合衆国政府が認める時まで効

力を有する。 

  もつとも、この条約が十年間効力を存続した後は、いずれの締約国も、他方の締約国に

対しこの条約を終了させる意思を通告することができ、その場合には、この条約は、その

ような通告が行なわれた後一年で終了する。 

 以上の証拠として、下名の全権委員は、この条約に署名した。 

 

 千九百六十年一月十九日にワシントンで、ひとしく正文である日本語及び英語により本

書二通を作成した。 

 

日本国のために 

 岸信介 

  藤山愛一郎 

  石井光次郎 

  足立正 

  朝海浩一郎 

 

アメリカ合衆国のために 

 クリスチャン・A・ハーター 

 ダグラス・マックアーサー二世 

  J・グレイアム・パースンズ 

 

日米安全保障条約（主要規定の解説） 

 

○第 1 条  国連憲章は、加盟国が従うべき行動原則として、「その国際関係において、武

力による威嚇又は武力の行使を、いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、

また、国際連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎まなければならない」

（第 2 条 4）としており、加盟国は、自衛権の行使に当たる場合や国連安全保障理事会によ

る所要の決定がある場合等国連憲章により認められる場合を除くほか、武力の行使を禁じ

られている。第 1 条の規定は、この国連憲章の武力不行使の原則を改めて確認し、日米安

保条約が純粋に防衛的性格のものであることを宣明している。  

 

○第 2 条  この規定は、安保条約を締結するに当たり、両国が当然のことながら相互信頼

関係の基礎の上に立ち、政治、経済、社会の各分野において同じ自由主義の立場から緊密

に連絡していくことを確認したものである。  



 

○第 3 条  この規定は、我が国から見れば、米国の対日防衛義務に対応して、我が国も憲

法の範囲内で自らの防衛能力の整備に努めるとともに、米国の防衛能力向上について応分

の協力をするとの原則を定めたものである。 

  これは、沿革的には、米国の上院で 1948 年に決議されたヴァンデンバーク決議を背景

とするものであり、NATO（北大西洋条約機構）その他の防衛条約にも類似の規定がある。

同決議の趣旨は、米国が他国を防衛する義務を負う以上は、その相手国は、自らの防衛の

ために自助努力を行ない、また、米国に対しても、防衛面で協力する意思を持った国でな

ければならないということである。 

  ただし、我が国の場合には、「相互援助」といっても、憲法の範囲内のものに限られる

ことを明確にするために、「憲法上の規定に従うことを条件」としている。  

 

○第 4 条  この規定は、（イ）日米安保条約の実施に関して必要ある場合及び（ロ）我が

国の安全又は極東の平和及び安全に対する脅威が生じた場合には、日米双方が随時協議す

る旨を定めている。 

  本条を根拠として設けられている日米協議の場としては、安全保障協議委員会（日本側

は外務大臣及び防衛庁長官、米国側は国務長官及び国防長官という、いわゆる「2＋2」で

構成される。）が存在するが、これに限られることなく、通常の外交ルートを通じての協議

もこの規定にいう随時協議に含まれ得る。  

 

○第 5条  第 5条は、米国の対日防衛義務を定めており、安保条約の中核的な規定である。 

  この条文は、日米両国が、「日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対

する武力攻撃」に対し、「共通の危険に対処するよう行動する」としており、我が国の施政

の下にある領域内にある米軍に対する攻撃を含め、我が国の施政の下にある領域に対する

武力攻撃が発生した場合には、両国が共同して日本防衛に当たる旨規定している。 

  第 5 条後段の国連安全保障理事会との関係を定めた規定は、国連憲章上、加盟国による

自衛権の行使は、同理事会が国際の平和及び安全の維持に必要な措置をとるまでの暫定的

な性格のものであり、自衛権の行使に当たって加盟国がとった措置は、直ちに同理事会に

報告しなければならないこと（憲章第 51 条）を念頭に置いたものである。  

 

○第 6条  侵略に対する抑止力としての日米安保条約の機能が有効に保持されていくため

には、我が国が、平素より米軍の駐留を認め、米軍が使用する施設・区域を必要に応じて

提供できる体制を確保しておく必要がある。第 6 条は、このための規定である。 

  第 6 条前段は、我が国の米国に対する施設・区域の提供義務を規定するとともに、提供

された施設・区域の米軍による使用目的を定めたものである。日米安保条約の目的が、我

が国自身に対する侵略を抑止することに加え、我が国の安全が極東の安全と密接に結びつ

いているとの認識の下に、極東地域全体の平和の維持に寄与することにあることは前述の

とおりであり、本条において、我が国の提供する施設・区域の使用目的を「日本国の安全」

並びに「極東における国際の平和及び安全の維持」に寄与することと定めているのは、こ

のためである。 

  第 6 条後段は、施設・区域の使用に関連する具体的事項及び我が国における駐留米軍の

法的地位に関しては、日米間の別個の協定によるべき旨を定めている。なお、施設・区域

の使用および駐留米軍の地位を規律する別個の協定は、いわゆる日米地位協定である。 

  米軍による施設・区域の使用に関しては、「条約第 6 条の実施に関する交換公文」（いわ

ゆる「岸・ハーター交換公文」）（PDF）が存在する。この交換公文は、以下の三つの事項



に関しては、我が国の領域内にある米軍が、我が国の意思に反して一方的な行動をとるこ

とがないよう、米国政府が日本政府に事前に協議することを義務づけたものである。 •米

軍の我が国への配置における重要な変更（陸上部隊の場合は一個師団程度、空軍の場合は

これに相当するもの、海軍の場合は、一機動部隊程度の配置をいう。）。  

•我が国の領域内にある米軍の装備における重要な変更（核弾頭及び中・長距離ミサイルの

持込み並びにそれらの基地の建設をいう。）。  

•我が国から行なわれる戦闘作戦行動（PDF）（第 5 条に基づいて行なわれるものを除く。）

のための基地としての日本国内の施設・区域の使用。 

 

 なお、核兵器の持込みに関しては、従来から我が国政府は、非核三原則を堅持し、いか

なる場合にもこれを拒否するとの方針を明確にしてきている。  

 

○第 10 条  この条文は、日米安保条約は、当初の 10 年の有効期間（固定期間）が経過し

た後は、日米いずれか一方の意思により、1 年間の予告で廃棄できる旨規定しており、逆に

言えば、そのような意思表示がない限り条約が存続する、いわゆる「自動延長」方式であ

る。本条に基づき、1970 年に日米安保条約の効力は延長されて、今日に至っている。 

 

 


